
 

 
 

事務事業名 一般・退職被保険者等高額療養費支給事業 事業コード 1673 

所属コード 043500 課等名 健康保険課 係名 給付係 

課長名 高橋 邦夫 担当者名 吉田 久仁子 内線番号 3114 

評価分類 ■ 一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  □ 内部管理 

 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要（旧総合計画体系における位置づけ） 

総合計画 

体系（旧） 

施策の柱 いきいきとして安心できる暮らし コード 1 

施策 暮らしを支える制度の充実と自立支援 コード 5 

基本事業 国保制度の健全運営 コード 2 

予算費目名(H26) 国民健康保険費特別会計 2款 2項 1目一般被保険者高額療養費（001-01） 

国民健康保険費特別会計 2款 2項 2目退職被保険者等高額療養費（001-01） 

特記事項(H26)  

事業期間 □単年度 ■単年度繰返 □期間限定複数年度 開始年度 昭和 48年度 

根拠法令等(H26) 国民健康保険法第 57条の 2 

 

(2) 事務事業の概要 

盛岡市国保加入者の保険医療機関又は保険薬局を受診した際に支払う一部負担金の額が自己負

担限度額を超えた場合，その超えた分を申請によって支給する。 

 

(3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

以前は任意給付とされていたが，昭和 50 年 10 月 1 日より国民健康保険法で高額療養費の法定

給付が実施された。 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

平成 14年 10月 1日より高額療養費制度が大幅に改正され，高齢者(70歳以上で老人保健(現 後

期高齢者医療制度)適用外)の区分が新たに設けられた。 

平成 24年 4月 1日より外来受診でも限度額適用認定証が利用できるようになった。また，平成

7 年１月１日より，70 歳未満の区分が細分化され，負担能力に応じた自己負担を求めることとな

った。 

後期高齢者医療制度とほかの健康保険制度そのもののあり方について検討されており，高額療

養費の世帯限度額や申請方法などについて改正が続くものと思われる。 

  

（平成 26年度実施事業） 



 

 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

自己負担限度額を超えて保険医療機関等に対し一部負担金を支払った盛岡市国保加入者 

 

 

(2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 
(3) 26年度に実施した主な活動・手順 

 平成 26年度当初納税通知書発送時，本事業を含む各給付事業周知パンフレットを同封した。当

該パンフレットは，盛岡市国保加入手続き時にも渡している。 

 また，申請漏れを防止するために，高額療養費を支給できると考えられる世帯に高額療養費支

給申請の勧奨通知を計４回送った。 

 

① 盛岡市国保加入者の医療機関等に支払う一部負担金の額が自己負担限度額を超えた場合，市

役所へ申請する。※被保険者が病院に支払いをする際、市国保窓口で相談・申請するよう説

明を受けて来庁する場合も多い。 

② 申請に基づき審査を行い、受付をした月から概ね２～３箇月後に指定口座へ振り込む。 

 

 

(4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

入院等により医療費の支払いが高額となった被保険者に対して，所得区分によって決められて

いる自己負担限度額を超えた分を支給することにより，被保険者の医療費負担を軽減する。 

 

 

 

 

 

 

 

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

26 年度 

実績 

A 高額療養費申請者 人 23,248 25,052 25,896 25,500 26,164 

B        

C        

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

26 年度 

実績 

A 高額療養費受付件数 件 23,248 25,052 25,896 25,500 26,164 

B        

C        



 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

 
(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

実績 

26 年度 

計画 

26 年度 

実績 

事 業

費 

①国 千円  0 0   

②県 千円  0 0   

③地方債 千円  0 0   

④一般財源 千円  0 0   

⑤その他（       ） 千円 1,818,967 1,912,288 1,846,357 1,970,000 2,012,078 

A 小計 ①～⑤ 千円 1,818,967 1,912,288 1,846,357 1,970,000 2,012,078 

人 件

費 

⑥延べ業務時間数 時間 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 

B 職員人件費 ⑥×4,000 円 千円 14,400 14,400 14,400 14,400 14,400 

計 トータルコスト A＋B 千円 1,833,367 1,926,688 1,860,757 1,984,400 2,026,478 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 必要性評価（評価分類が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

① 施策体系との整合性 

結果に結びついている。 

理由：高額療養費を支給することにより，盛岡市国保加入者の医療費負担が軽減されるため。 

 

② 市の関与の妥当性 

法定事務なので妥当 

 

③ 対象の妥当性 

法定事務なので妥当 

 

 

 

指標項目 性格 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

26 年度 

実績 

A 高額療養費支給額 ■上げる 

□下げる 

□維持 

千円 1,818,967 1,912,288 1,846,357 1,970,000 2,012,078 

B 高額療養費申請件数 1 件当り支

給額 

□上げる 

□下げる 

■維持 

千円 78.2 76.3 71.2 77.2 76.9 

C  □上げる 

□下げる 

□維持 

      



 

④ 廃止・休止の影響 

廃止・休止した際は影響がある。 

理由：休廃止すると，加入者の個人負担の増加に伴う受診者の減少により，病気発見・病気

治療が遅れるなどして，結果的に医療費の増加につながるため。 

 

 

(2) 有効性評価（成果の向上余地） 

向上余地がない。 

理由：申請を受けて審査し支給する性質の事業のため。 

 

 

(3) 公平性評価（評価分類が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

公平・公正である。 

理由：盛岡市国保全加入者を対象としているため。 

 

(4) 効率性評価 

事業費・人件費を削減する余地がない。 

理由：事業費内訳は高額療養費（法定給付）支給分であり，削減できないため。 

また，平成 14 年 10 月の制度改正によって，高額療養費制度が複雑化したことに加え，

支給件数の増加により人件費の削減は難しいため。 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要（新しい総合計画体系における位置付け） 

総合計画 

体系（新） 
施策（方針） 暮らしを支える制度の充実と自立支援 コード 15 

小施策（推進項目） 国保制度の健全運営 コード 152 

 

(2) 改革改善の方向性 

高額療養費制度の周知徹底を図る。 

 

 

(3) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

被保険者にとっても難解な制度のため，パンフレットや広報の掲載などによる周知だけでは制

度及び見込支給額等を理解していただくことが難しいが，制度の存在自体に気づいてもらいたい。 

昨年度の法改正に対応し，ホームページを更新したほか，パンフレット等による周知，窓口や

電話等での問い合わせ時の説明・対応等，勧奨通知（申請により支給が可能となる旨の連絡）等

により改善を図っていく。 

 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 今後の方向性 

□ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

  



 

☑ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

22 年度からは，高額療養費の未申請者に対し，返還される金額を記入した申請勧奨通知を行

い，早期の申請を促しているほか，23年度からは，この抽出作業もシステム化したことで，事

務量の軽減が図られている。 

また，平成 24年度からは，外来でも高額療養費が現物給付されることとなり，被保険者の利

便が図られることとなっている。 

今後は制度の理解を被保険者に理解していただくための方策をホームページの改善など更な

る改善が必要。 

 


